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１．研究の目的及び方法
ヘンリー.ダイアー（HenryDyer，1848-1918）は，日本政府に雇用されて工部大学校（東京大学工学部の前
身）都検（Principal）を務め（1873-82)，日本の工業教育の基礎を築いた人物として知られている。その業績の
意義などについても，すでに三好信浩氏の一連の著作によって知られるほか(1)，1996年４月に英国ストラスク
ライド大学において，1997年３月には東京大学においてヘンリー･ダイアー･シンポジウムが開催されるなど広く
知られるようになった。
ダイアーの日本研究は『大日本』（ＤａｊＭ〃o",1904）及び『世界政治の中の日本』（ﾉZZPα〃j〃幼ｅＷＭｄＰｂ雌Ｃｓ，
1909）の２つの大著からなるが，このうち前者については，当時のイギリスの有力紙から「初めての実証的な
日本研究書」として高い評価を得ている(2)。この書は先ごろ平野勇夫氏によって訳出されたが(3)，ダイアー
の日本研究がどの程度実証的なものであったかを跡づけているわけでは必ずしもない。
以上の諸点をふまえ，本稿は，ダイアーの日本研究の実証性を検討する手がかりの第一段階となすことを目的
とする。ダイアーが日本の教育に深くかかわったことに鑑み，具体的には『大日本』のうち教育を扱った章を取
り上げ，その典拠とされた資料が日本政府の公式な法令，年報，報告書等であった可能性が高いことを確認する。
以下では，『大日本』第５章「教育」の主要な部分を訳出しつつ，典拠とされた可能性の高い資料との照合を
試みてみたい。
２．『大日本』第５章「教育」
２－１．はじめに
「五箇条の誓文」第５項に「知識ヲ世界二求メ大二皇基ヲ振起スベシ」との文言がある。天皇は王政復古後間
もなく，政府の指針となる開明策の根本方針を明らかにした。その際，実現すべき目的のみならず，上記の文言
によって目的実現のために採るべき方法をも示した。その目的とは「大二皇基ヲ振起」すること，すなわち国際
社会の中で日本が占める地位を引き上げることであり，そのために採るべき主たる方法とは，西洋の知識や経験
を利用することであった。
確かに当初は，政権担当者もどのような知識がどの程度必要であるかを漠然としか認識していなかった。しか
し，どの国家が発展する過程にもみられるように，諸事業の発展に伴ってそうした漠然とした認識も具体的なも
のになり，やがて日本人は，日本があるべき地位にまで飛躍するには，最善の方法によって国民教育制度を実現
する以外にないと考えるようになった。１９世紀最後の四半世紀間における日本の教育の発展は，紛れもなく，一
国の経済･産業･社会の状態を変革させることに教育がどれほど大きな影響を及ぼすかを示す，世界史上最も注目
すべき事例である。ここでは，それらのうち主な特質のみを指摘するにとどめておきたい。専門教育を施す教育
機関の構成や業務内容の詳細については，章末に挙げた文献を参照されたい。
２－２．封建時代の日本の教育
封建制度下における日本の教育は，忠実に漢学の教えに即して行われた。すでに指摘したように，武士は総人
口の15分の1を占めるに過ぎなかったが，国の思想に従って高度な教育を受けており，気高さを失うことなく本
分を忠実に果たす気質を体得していた。武士教育において最も重視されたのは人格形成であって，思慮分別，聡
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明，雄弁といった判断の難しい能力は重視されなかった。無論，知的に優れていることも重要な要素ではあった。
しかし，知性を表す「智」の語の第一義は分別のあることであって，知識のもつ意義はごくわずかなものとしか
考えられなかった。
武士道の枠組みを支える３要素は，「智｣，「仁」及び「勇」であるといわれた。これらはそれぞれ，分別
（Wisdom)，仁慈（Benevolence)，義勇（Courage）を示す語であった。
武士とは本質的に行動の人であった。学問は武士の行動とは無縁のものであった。武士が学問を役立てるのは，
学問が武技の本務にかかわる場合に限られていた。宗教や信仰は僧職者や神官のつかさどる事項であって，武士
がこれにかかわるのは義勇心の高揚に資する場合に限られていた。哲学［儒学］と文芸は武士の知的教育の中心
をなしていたが，これらを学びながらも，武士が精進を重ねて求める対象は客観的真理ではなかった。文芸は主
として娯楽であった。儒学は軍事的，政治的問題の注解を目的とはしないまでも，人格形成を支える実践ではあ
った。
武士道の教育観に基づいて編成された教育内容は，主として剣術，弓術，攻撃･護身法の体得［柔術]，馬術，
槍術，兵法，書法，道徳，文芸及び歴史からなっていた。財務や商業，その他これらに関する職はすべて，精神
的･知的職業に比べて卑しいものとみなされていた。金銭や金銭欲を排そうとする意図がこれほど強かったこと
もあって，武士道自体も，金銭にからむ幾多の諸悪とは長い間無縁であった。
頭の中に知識を詰め込んだだけの人間は，高い評価を受けなかった。［中略］学問は「職務上の判断や対応の
際に」有用であった。公務を処理するためであれ，自制を身に付ける訓練としてであれ，目に見える現実の目的すなわくら
を達成するためにこそ，教育は行われたのである。孔子は「学びて思はざれば則ち岡く，思ひて学ばざれば貝り
あやう
ち殆し」と述べている。
科学や外界について，社会的地位の高い日本人はまったくの無知であったといっても過言ではない。一方，庶そろばん
民教育の主な内容は，程度の差こそあれ丸暗記の漢文や日本史，触書の知識の|まか’読み書き算盤の能力であっ
た。奇妙なことではあるが，日本人は頭の訓練を行う際に機械にばかり頼っている。例えば算盤は，教養のある
人なら暗算か鉛筆と紙切れ１枚あればこなせる程度の単純な計算にも用いられていた。それでも知識はきわめて
広く普及しており，識字能力を欠く者は，少なくとも普通の日本人の中にはほとんどいなかった。もっとも漢語
漢文の知識はほぼ皆無といってよく，あってもきわめて乏しかった。
暗記と筆写が，日本の子どもに施される教育の大半を占めていた。教師は独創的な思考を促すような働きかけ
などしなかった。学校の規模も小さく，各教室の学習者が６人を超えることはまれであった。したがって，教師
の個性がきわめて重要な要素となった。学校には小，中，大学校の３段階があったが，大学校は数か所にあるの
みであった。教育の中心地は京都と江戸（現在の東京）であった。この両地に置かれた最高学府は，西洋の大学
程度の教育を施していた。京都は宗教教育や美術教育の拠点であり，江戸は日本で最高水準の漢学教育を行う拠
点であった［昌平費]。ほとんどどの藩の城下にも学校が設けられ［藩校]，藩士子弟に教育が施されていた。
礼節や行儀作法は古くから日本人の顕著な特質となっているが，教育内容としても特に重視されていた。しか
しながら，礼式礼法の奥底にあるものこそ，東洋哲学の残した数多く遺産なのである。代表的な礼法の流派の指
導者によれば，「いずれの礼法も目的は精神修練にある。心静かに座する者にはいかなる暴漢も襲う気力を失
う」という。新渡戸稲造博士は次のように述べている。「言い換えれば，適切に修練を積み重ねれば，身体の諸
器官や機能には万事整然たる秩序が生まれる。身体と環境は相調和し，もって精神は身体を制するに至るのであ
る｣。したがって日本人の礼節は，外国人が考えがちなうわくだけのものではなかったのである。
泰平の長く続いた徳川政権下では，文芸や芸術活動が広く奨励された。多様な思想が登場するとともに，学党
学派もいくつかに分立するようになった。狭い儒学の殻を破って科学や芸術が芽吹き，西洋文明の影響を受けな
がら徐々に普及するようになった。前述のように，鎖国中にも他国に先駆けてオランダ人居留地のあった長崎か
らは，ある程度まとまった量の西洋の学芸が緩慢ながら日本中に広がっていった。しかし，組織的に学芸を普及
させようという対応はなされなかった。
２－３洋学教育機関の設置
本格的な動きが始まるのは，列強諸国の代表が開国と通商条約の締結を迫ってきたときのことであった。徳川
幕府はこのとき，人材養成は西洋の言語と方法とを用いて行わなければならないことを痛感した。幕府は交渉をばんしよしらぺしょ
有禾Ｉに進めるため，英仏学科を備えた教育機関［蕃所調所］を江戸に設けた。これが後の東京大学である。
このときまでに日本に来ていた宣教師はかなりの数に上り，教育面でも優れた先駆的役割を果たした。中でも
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び京都の２帝国大学である。前者は法科，医科，工科，文科，理科及び農科，後者は理科，工科，医科，法科及
び文科の各分科大学からなる。大学卒業後には「大学院」と称される課程も設けられており(5)，成績優秀な卒
業生のみが修学資格を有する。以上の学校体系をごく大まかに示せば図ｌのようになる(6)。仮にある子どもが
６歳で小学校に入学して上表の課程をすべて修めるとすれば，２２歳で大学に入学することになる(7)。
２－４．初等教育
小学校の目的は勅令［小学校令（明治33年)］により次のように定められている。「小学校ハ児童身体ノ発達
二留意シテ道徳教育及国民教育ノ基礎並其生活二必須ナル普通ノ知識技能ヲ授クルヲ以テ本旨トス」(8)。この
目的をさらに詳細に定めたものが「小学校令施行規則」であって(9)，教授上の諸原則とともに指導上の主な留
意事項が示されている。その要旨は次のとおりである［いずれも同令施行規則第１条]。
(1)「道徳教育国民教育二関連スル事項ハ何レノ教科目二於テモ常二留意シテ教授センコトヲ要ス」
(2)「知識技能ハ生活二必須ナル事項ヲ撰ヒテ之ヲ教授シ反復練習シテ応用自在ナラシメンコトヲ務ムヘシ」
(3)「児童ノ身体ヲ健全二発達セシメンコトヲ期シ何レノ教科目二於テモ其ノ教授ハ児童ノ心身発達ノ程度二副
ハシメンコトヲ要ス」
(4)「男女ノ特性及其ノ将来ノ生活二注意シテ各々適当ノ教育ヲ施サンコトヲ務ムヘシ」
(5)「各教科目ノ教授ハ其ノ目的及方法ヲ誤ルコトナク互二相連絡シテ補益センコトヲ要ス」
これらの規定から明らかなように，日本人はイギリス人のように教授（instruction）と教育（education）とを
混同するような誤りを犯してはいない。また日本人にとって人格形成こそ，決して見失ってはならない最優先の
目的とされたのである。
尋常小学校は日本全国に18,871校，高等小学校は8,238校，合計27,109校ある。これは人口1,685人当たり1校
ある割合になる。通常の課程を終えてなお修学する者を対象とする２年課程の補習科を設けているのは，尋常小
学校2,136校と高等小学校224校である（10)。
地方教育行政のほぼ全般については府県の行政当局が，全国の教育行政については文部省が，それぞれ管理し
ている。市町村立小学校の授業料はこれまで徴収することを原則としてきたが，「小学校令」改正（1900年）に
伴って尋常小学校については徴収を行わないことになった。なお，特別の事情のある場合，府県知事が授業料徴
収を認めることがある。ただし徴収額には上限が定められ，市立学校では月額20銭以下，町村及び町村学校組合
立学校では月額10銭以下とされている。小学校経費のほぼ全額は，各小学校の属する市町村が負担することにな
っている。しかし，年々教育費が膨らむにつれて必要な財源の確保は困難を極めるようになり，文部省は補助金
を交付して地方財政の負担軽減を図っている。1894～95年の日清戦争の終結に伴って清国から賠償金が支払われ
たが，それらは陸海軍その他の軍費のみに充てられたわけではなく，産業振興や教育整備に割り振られる部分も
少なくなかった。このうち1000万円は教育基金として積み立てられ，その利息は出席児童生徒数に応じて各学校
に配分されることになった。
小学校の教育課程や組織編制の詳細については専門の文献を参照する必要がある。それらは初等教育全般につ
いて詳しく扱っており，世界各国の教育研究者の注目に足るものである。
２－５．中等段階の教育
中等教育全般に関しても初等教育と同様のことがいえる。中学校は，１府県に1校以上設置することになった
(11)。日清戦争を経て就学要求が著しく拡大したため，中学校の増設もここ10年で大幅に進んだ。1893（明治２
６）年時点で中学校数は公立53校，私立15校，分校［分教場］５校であったが，1902～03年の末には公立207校，
私立35校，分教場22校にまで増加しており（12)，総数にして４倍の伸びを示している。学校規模，経費，生徒数
等は，これをはるかに上回る勢いで拡大している。
教科は修身，国語及漢文，外国語，歴史，地理，数学，博物，物理及化学，法制及経済，図画，唱歌，体操と
されるが，学校の裁量により一部を選択科目［随意科目］とすることも可能である（'3)。
中学校の設置及び廃止には文部大臣の認可が必要であるが（'4)，それに係る費用は設置者が負担することにな
っている。公立校の授業料は特別な事情のある場合を除いて徴収されるが，私立校の場合，授業料を徴収するか
否かは経営者の裁量に任されている。大半の私立校では学校の経営を授業料でまかなっているが，通常その額は
公立校に比べて高く，月額１円から３円までの範囲である。
「女子二須要ナル高等普通教育ヲ為ス」ことを目的とする特別の学校［高等女学校］が設けられている（15)。
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しかし日本では女性は低位に置かれており，ほとんどの場合20歳前後で結婚してしまう。そのため，女子高等教
育に対する需要はさほど高まっていない。したがって，高等女学校の目的とされているのは，女性としての人格
を形成するとともに，良妻賢母を養成するために周到に計画された知識を身に付けさせ，婚家の安寧と幸福に資
することである。
２－５．教員養成
各校種の教員養成に向けて万全を期するため，高等師範学校［２校]，女子高等師範学校，大学等附属の臨時
教員養成所，東京美術学校，東京音楽学校が設けられている。以上はいずれも官立校であって，経費は国庫の一
般支出項目とは別枠となっている。これらの学校の各年度ごとの繰越残高を積み立てれば，いずれ独立採算で存
続が可能となるものと期待されている。
２－６．高等学校
尋常中学校とは別に高等学校と称する学校があり，大学予備教育を施している。現在，この種の学校は全国に
８校あり，東京，仙台，京都，金沢，熊本，岡山鹿児島及び山口に設けられている。いずれも官立校であって，
経費の扱いは高等師範学校の場合と同様であるが，山口高等学校の財源は寄付金である。
高等学校の教育課程は３部に分けられ，修業年限はいずれも３年である。第１部は大学法科または文科志願者
を対象としたものであり，第２部は理科，工科，医科大学薬学科［ママ］または農科志願者を，第３部は医科大
学医学科または薬学科志願者をそれぞれ対象としている（'6)。これらの学校ではいずれも，徹底した大学予備教
育を施している。
２－７．大学教育
日本の帝国大学の目的は，「国家ノ須要二応スル学術技芸ヲ教授シ及其繭奥ヲ攻究スル」ことにあるとされて
いる（17)。各帝国大学は大学院及び分科大学からなっている。前者の目的は「学術技芸ノ穂奥ヲ攻究」すること
にあり，後者の目的は「学術技芸の理論及応用ヲ教授スル」ことにある（'8)。
日本には現在，東京帝国大学と京都帝国大学の２大学がある。後者の歴史はごく浅く1897年に創立されたばか
りであるが，前者の起源はほぼ維新期にまでさかのぼる。
明治維新後，政府は，江戸時代に「開成所」と称していた学校を継承･再編し，後に「大学南校」と改称した。
これが現在の東京帝国大学の起源である。1873年に開成学校と改称された同校は，1877年に東京医学校と統合し
て東京大学となり，法，医，文，理の４分科大学体制となった。
工部大学校に関しては，『東京帝国大学一覧」最新年度版の記述をそのまま示しておく（'9)。
東京帝国大学ハ元卜帝国大学卜称シ東京大学工部大学校及東京農学校ヲ合併シテ成ルモノナリ
『一覧』は統合前の東京大学の推移をやや詳細にたどった後，次のように続けている。
工部大学校ハ明治四年八月工部省二於テエ学寮ヲ置キ，虎ノ門内旧延岡邸［日向延岡藩主内藤家の上屋敷跡
地］ニエ学校ヲ設置セシニ起源シ，同五年三月工学校ヲ大学小学ノー校二分ツ。同七年二月小学校ヲ溜池葵
町一番地旧河越邸二設ク。同九年十一月工部美術学校ヲ創設シテ本校二隷ス。同十年一月十一日工学寮ヲ廃
シエ学校ヲ改メテエ部大学校卜称シエ作局ノ管轄二帰ス。三月是ヨリ先キ経始スル所ノ校舎新築成ル十二月
美術学校ヲ廃ス。同十八年十二月二十二日工部省廃セラル、ヲ以テ本校ヲ文部省二属セラル。
明治十九年三月一日勅令第三号ヲ以テ帝国大学令ノ公布二依り帝国大学ヲ設置セラレ東京大学及工部大学校
ノ事業を継続ス。…同二十一年七月三十一日是ヨリ先キ本学構内二経始スル所ノ工科大学新築ナルヲ以テ同
学ヲ斯二移ス
｜日工部大学校の教授と学生も新築校舎に移り，工科大学の教育研究活動は今も順調に行われている。ただし，
工部省管轄当時のような実地実習の機会はなくなっている。現在の在学生は大抵，民間事業所か官営工場に行か
ざるを得ないのである。学生のみならず日本のためにも，実地実習の機会を充実させる必要がある。
1890年６月，２つの勅令により帝国大学に農科大学が加わることになった（20)。この前身は，1874年に内務省
勧農局が設け農商務省に移管された駒場農学校及び東京農林学校であるが，統合後の校舎も創立当時のまま駒場
にある。駒場は他の校舎とかなり離れてはいるものの，同大学にとって農科の存在意義が低いわけではない。な
お，東京帝国大学は法科，医科，工科，文科，理科及び農科の６分科大学からなっている。このうち農科を除く
５分科の校舎は本郷台地北東側斜面の旧加賀屋敷跡地にある。
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表１は，『文部省年報』最新年度版
をもとに各分科大学別の教授陣及び
学生数をまとめたものである（21)。
『東京帝国大学一覧』には各分科大
学の教育課程に関する事項が網羅さ
れている。それらの詳細を把握する
にはこの『一覧』を参照する必要が
ある。これを熟読すれば明らかなよ
うに，日本の青年は今や欧米各国に
匹敵する高等教育機会に恵まれてい
るといっても過言ではない。各分科
大学のほか，諸々の教育研究施設も
十分に整備されている。例えば，附
属図書館，自然史博物館，附属病院
「医科大学附属医院]，植物園，天〕
表１東京帝国大学の現況
卒業生
計’■｜順「院 一外国教師一 計’ jLl教授 liL
Ｔ刀１－筆11用ご‘ＬＬｖ』ロ･げWWd､，Ｆ１Ｕ＊印は「在学満期ノ者」
［ 属医院]，植物園，天文台［理科大学附属東京天文台]，地震観測所［理科大学附属地震学実験
所]，農業試験場［農科大学附属試験農場］などである。各分科大学には各種の実験施設.設備も備えられてお
り，きわめて実践的な教育を行うとともに机上の学問の枠を超えた独創的な思考を促す配慮がなされている。
在学年限は原則として３年であるが，法科及び医科については４年である。所定の試験に合格した者は，課程
を修了した旨の学位を授与される。1903年９月までの卒業生総数は5,459人に上り，うち391人は死亡している。
京都帝国大学は創立後７年を経たばかりで歴史も浅く，施設設備も十分なものとはいい難いものの，各分科大
学とも在学生の期待には添っているように思われる。急速な勢いで基盤整備が進められており，今後一層の貢献
が期待されている。京都帝国大学は現在，大学本部と法科，医科及び理工科の各分科大学からなっている。表２
は1901年から翌年にかけての教授陣及び学生の数を示したものであって，典拠は『文部省年報』の最新年度版で
ある（22)。
京都帝国大学では教育施設の整備に加えて，学外付属施設の設置も進められている。将来は間違いなく先進校
の東京帝国大学に引けを取らない存在になるであろう。政府案によれば，状況が整い次第，別の地域に大学を１
校増設する計画であるという。これは，高等教育を受けたいという日本の多くの若者の強い意欲に十分に応えよ
玉１土日;ｈうとするものである。
大学生の学費は全額自己負担である。学生１人
当たりの納付金は，入学金２円と年間の授業料２５
円である。このほか工科及び理科大学の学生は，
実験実習費として年額１０円を別途納入しなければ
ならない。学費納入に支障のある学生を援助する
ため，東京帝国大学では貸費制を設け，苦学生の
修学を支援している。
学生生徒卒業生
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２－８．実業教育
高度の専門技術教育が帝国大学の分科大学の中で重要な位置を占めていることはいうまでもない。しかし，産
業界の現場での実務に就く意思を持ちながら大学に進学できない者を対象に，理論･実践の両面にわたってかな
り高度な教育を施す実業学校が数多く設けられている。日清戦争以後，日本政府は実業教育を特に重視しており，
ここ10年間に実業教育は著しい発展をみせている。現在のところ，高等工業学校は東京，大阪，京都に設けられ
ているほか，基礎教育や実務教育を重視する学校も少なくない。表３は，1892年以降の宮公私立実業学校の増設
状況を示したものである（23)。
各校種ごとにそれぞれどのような教育が行われているかを示すべきところであるが，それらを網羅しようとす
ればそれだけで別に大部の書ができるほどの分量である。表４に示す昨年度の統計を一瞥すれば，日本の実業教
育の水準をおおむね把握することができよう。
これらの学校の教育課程には，優れた職工その他の商工業従事者を養成するために欠かせない科目も含まれて
いる。課目一覧には，修身，算術，幾何，化学，製図が示されているほか，手工や現業に直結する科目もある。
表２京都帝国大学の現況
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修身は必修であるが，その他の
科目は必要に応じて履修を免除
したり，選択科目［随意科目］
にしたりしてもよい。修業年限
は６ケ月から４年の範囲である
(24)。学期は地方の事情に応じ
て定めることができ，日曜日や
夜間に授業を行うことも可能で
ある。実業学校教員の養成もき
わめて徹底しており，東京帝国
大学の分科大学の一部に付属の
教員養成所が設けられているほ
か，さまざまな独立の機関が設ｂけられている。
２－９．美術教育と音楽教育
維新期にさまざまな混乱が生じたため，美術教育やその学習を支えてきた諸条件はことごとく損なわれた。数なりわ０１
年}ごわたって純粋な日本美術は停滞を余儀なくされ，美術を生業としてきた関係者の多くは著しい苦境に追い込
まれた。かつて制作活動は心から美術を愛し日本人なりの観念に応じて行われていたが，そのあり方も一変した。
苦しい生活をどうにか成り立たせるために，売れる作品を制作せざるを得なくなり，取り引き先の外国人に迎合
して作風を歪めることも少なくなかったのである。しかし，次第に日本美術を文化として再生させようという動
きがさまざまな教育機関や団体の間でみられるようになった。
美術工芸品業界の問題については第９章で取り上げることとし，本章では，既存の美術教育機関について若干
触れるにとどめておきたい。美術教育を再興し定着させようとする試みがさまざまな形でなされたが，大きな成
果を収めるものはなかった。1886年には美術取調委員を欧米に派遣して美術教育の方法や組織を調査することに
なった。1888年に取調委員が帰国すると，ただちに「東京美術学校」と称する学校が創設された。同校はこれ以
降いくたびかの機構改革を行って著しい発展を遂げ，今や日本美術教育の中心となっている。東京美術学校の授
業科目には絵画，意匠図案［図按]，彫刻，建築（現在は開設せず［｢当分之ヲ欠ク」]）及び美術工芸がある。
これは本職の芸術家や画学の教師を養成するためである。いずれの専攻も修業年限は４年であって，この下には
１年間の予科がある。なお，詳細については専門分野の文献を参照されたい。
美術教育を行う私立教育機関はかなりの数に上るが，最も重要なのは「日本美術院」であって，岡倉覚三［岡
倉天心］氏が中心となって創設された。同氏については後の章においても繰り返し触れる予定である。日本美術
院の目的は，官立校の場合以上に美術と日本的観念との結びつきを強化しながらも，同時に西洋美術の手法を用
いて，美術の水準を大幅に向上させることである。これはこの上ない難題であって，未解決の課題が残されると
しても驚くには当たらない。
現在，多くの私立美術教室が設けられ生徒が学んでいる。絵画の分野には純日本画派，西洋画派，和洋折衷派
があり，今後どのように
展開していくか興味深い
ところである。おそらく
美術こそ，東西両洋の思
想が初めて融合する分野
になると思われる。美術
教育は国公私立を問わず
多くの教育機関で行われ
ているが，いずれも産業
界に美術を応用すること
を趣旨としたものであ
る。日本美術は，皇室の
奨励と手厚い援助を受け
７】ｔＢＨＩ１
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表３実業学校の推移
表４実業学校の現況
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ている。優れた芸術家の功労には皇室から公式に顕彰がなされており，美術界の大いなる発展につながっている。
日本の音楽史ははるか昔にまでさかのぼることができ，さまざまな起源から今日の発展につながっている。１８
７９年，音楽教育に関心を示し始めた文部省は音楽取調御用掛を欧米に派遣し，各国の音楽教育の現状を調査させ
た。1883年［ママ］に学校が設けられたが(25)，［中略］その後さまざまな変遷をたどり，現在の「東京音楽学
校」となっている。同校の課程には予科，本科，研究科，師範科及び選科の５種類がある。本科は狭義の音楽に
とどまらず，音楽や関連科目を内容としたきわめて徹底した教育を施すものである。他の４科においては，専門
的研究のどの分野においても選択の幅をかなり広く認めている。
東京音楽学校を除いては，系統的に音楽教育を行っている学校は公立私立を問わず皆無である。しかし，目的
はさまざまであるものの音楽協会や団体は多数あり，そのほとんどに東京音楽学校の関係者がかかわっている。
そのため，同校の正規の教育とは異なるものの，音楽教育の機会が用意されているとはいえる。このほかにも特
殊な音楽家組織がある。例えば，皇室や陸海軍の音楽を担当する楽部などがある。
近年，音楽教育への関心は上流社会の人々の間に高まりつつある。ほとんどの学校では，普通教育の一環とし
て唱歌と音楽が教えられている。
２－１０．専門学校，各種学校及び特殊教育諸学校
日本各地には特別な目的で設けられた学校も多い。それらは，厳密には前述のいずれの項目にも分類されない
学校［専門学校及び各種学校］である。例えば，東京外国語学校，東京商船学校，東京高等商業学校，陸海軍関
係の学校などであって，その一部については後述する予定である。
盲教育や聾唖教育にはかなり大きな関心が向けられてきた。1874年［ママ］にはすでに東京に設けられていた
学校［後の東京盲唖学校］では，社会的弱者を対象にきわめて有効な教育が施されていた(26)。現在，視覚障害
児･者対象の尋常科の教科には国語，算術，講談及び体操があり，技芸科には音楽，鍼治及び按摩がある。聾唖
児･者対象の尋常科教科には読方，習字，作文，算術，筆談及び体操があり，技芸科には図画，彫刻，指物及び
裁縫がある。なお，同種の学校は1878年に京都にも設けられている。両校卒業者の進路からも分かるとおり，彼
らは立派に生計を立てられる力を身に付けている。
２－１１．教育統計の要旨
完全とはいえないものの，以上が日本の学校体系の概要である。もっとも，日本の教育の現状を過不足なく描
き出そうとすれば，本章を大幅に超える紙幅を要することになろう。しかしながら以上の概観を通して，これま
表５学校統計
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でに日本がどの程度の実績を築き上げ
てきたかを十分理解していただけるこ
とと思う。表５は，1900年から翌年に
かけての最近公表された数値を示した
ものである（27)。
表中の官立校とは文部省直轄の学校
をいう。公立校とは地方行政府が管理
しながらも，より広くは文部省の監督
を受ける学校をいう。また私立校と
は，文部省の認可を受けて個人が設立
運営に当たる学校をいう。
紙幅の都合により教育制度にかかわ
る財政措置全般については詳述しかね
るが，興味深い資料として，同じ年度
の主な歳出項目を表６上段に示してお
く（28)。
さらに表６下段は，同じ年度におけ
る各教育機関別の支出状況を示したも
のである（29)。これらの数値に示され
るように，日本人は，教育に支出する
ことを有利な国家投資と考えているの
である。
表６文部省の主な歳出
経常部臨時部計
４４５６７０３３７７６１２５８３４３１５
経常部臨時部計
２－１２．各種の団体組織
日本には，直接教育にかかわらない
ものの教育の発展に幅広く貢献する団
体組織が数多くある。ほとんどの府県
には教育会と称する団体があり，教育
の普及発展を図るとともに，教育に対
する国民の関心を高めることを目的と
している。このために教育会は，教育
問題に関する討論会や講演会を計画実
２４５０５７３２５００９２２７００６６５
施している。その活動記録は新聞雑誌に掲載され，意見を発表する場が設けられている。このほか教科書の編集，
教員団体の設立，教育展示会の企画運営にかかわる活動も行っている。
現在では，学術団体や専門技術に関する団体も数多くある。そのうち最も重要なものについては後の章で触れ
る予定であるが，いずれも科学や産業の専門分野の発展に資する活動を行っている。それらの会報からみて，所
属会員が優秀であることは疑いない。大学関係者が発表している学術論文も，欧米の大学に劣らぬ水準に達して
いる。大規模な蔵書を備えた図書館は今や日本各地にあり，欧米の新刊書を積極的に購入している。
東京学士会院［後の帝国学士院，日本学士院］は，フランス学士院を参考にして設けられた文部省管下の組織
である。その目的は学芸諸分野の振興を期するとともに，教育全般の発展に資することにある。その会員はいわ
ゆる「耆徳碩学」すなわち長年にわたって功績の顕著な学術研究者から選ばれた者25名以内からなり，１名は天
皇の指名によって，残りは会員の推挙によって選ばれる。会員は自らの専門領域について講演を行い，その記録
は刊行物［『東京学士会院雑誌』。１９０１（明治34）年度から『東洋学芸雑誌』］上に公表される。東京学士会院に
寄贈された資料の内訳は，最近１年間分の報告によれば，書籍10冊，雑誌378冊，目録･報告等40点であった（30)。
２－１３．私立教育機関
先に引用した数値から明らかなように，日本には程度を問わずかなりの数の私立教育機関がある。国民の教育
を求める声は近年著しく増大しており，宮公立校だけではこれに応じることができない。そのために教育事業の
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諸学校及図書館支出金
府県立師範学校長俸給
地方学校視学費
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普通教育費
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一部を民間人が担っているのである。有力な私学の創立者の中には，教科や教育方法の選択幅を緩やかなものと
し，官公立校では行えない教育を実現したいと考える者もある。私見ながら，このような方針に基づく教育の発
展は奨励すべきものであると思う。それは，教育をめぐる諸条件や教育方法を多様化するだけでなく，人格と能
力のいずれにも秀でた男女を育成する上で健全な競争をもたらすからである.
こうした私学のうち最も重要なものは東京の慶応義塾，早稲田大学及び京都の同志社であって，いずれの学風
も創立者や開学の精神，教育方法に由来するものである。上記３校はさまざまな官立専門教育機関と並び称せら
れ，日本の文明開化を先導してきた名誉ある学校である。
慶応義塾は文字通り，明治維新に先立つ「慶応」年間に創立された学校である。したがって同校の建学は，現
存の宮公私立専門教育機関の中では最も早い。創立者･福沢諭吉［1834～1901］は日本近代史上，最も有名な人
物であって，教育者としてのみならず，日本の西洋思想受容に最大の貢献をなした文筆家，思想家としても長く
記憶にとどめられるであろう。近代日本の最新情勢を把握したいのであれば，必ず福沢の生涯と著作を入念に検
討しなければならない。
福沢の創始した慶応義塾は多くの政治家や著名人を輩出し，そのいずれもが高い地位に昇りつめた者ばかりで
ある。このことから同校は，国家進化にきわめて重要な位置を占めているといえる。慶応義塾には現在，大学部，
中学校に相当する普通部，及び幼稚舎［小学校に相当］がある。このうち大学部は理財科，法律科，政治科，文
科の４学科からなる。現在の在学者数は2,000余人，これまでに延べ3,318人の卒業生が同校を巣立っていった。
早稲田大学は1882年に創立された［創立時の名称は東京専門学校]･創立者は日本で最も著名な政治家･大隈
重信伯爵とその賛同者である。［中略］
京都の同志社は1875年に創立された。創立者はアメリカでキリスト教の教育を受けた新島裏［1843-1890］で
ある。創立当初は同志社英学校と称していたが，その後，神学校，女学院，予備校が併設された。同志社は1883
年，教育課程の内容を大幅に拡充して大学昇格の準備を整えた。ところが，折悪しく創立者の新島が亡くなった
ため実現には至らなかった。［中略］卒業生は延べ1,000人程度に達している。その中には創立者新島の気高い
自己犠牲の精神に感銘を受けて模範的クリスチャンとなった者もあり，政界や文学界で際立った活躍ぶりをみせ
ている者もある。
以上の専門教育機関のほかにも法律学科，政経学科，政治学科をもつ学校がある。例えば，明治大学，東京法
学院大学［後の中央大学]，法政大学，日本大学，専修学校［後の専修大学］などである。無論，医学科，理学
科，薬学科を備える専門教育機関もある。文学や教育学の教授に力を入れている学校として，国学院と哲学館
［後の東洋大学］が挙げられよう。仏教団体の設立した大学が２つある。１つは東本願寺，もう1つは西本願
寺によるものである［真宗大学寮は後の大谷大学。大学林は後の龍谷大学]･両大学の設計や設備もさることな
がら，仏教界に芽生えた宗教学上の知的復興の兆しとしても注目に値する。
日本において教育がどのように発展してきたかをあらゆる角度から検討するには，キリスト教宣教師の活動を
忘れてはならない。京都の同志社についてはすでに触れたとおりであるが，対外交渉が始まったばかりの時期に
は多数の宣教師が多くの時間を教育活動に充てていた。すでに日本の教育機関の整備も進み，宣教師の活動は当
時ほどには必要とされなくなってい･る。しかし，今なお少なからぬ数の宣教師が教育活動にかかわっており，多
くの学生生徒に多大の影響を及ぼしている。感化された者の中には改宗してクリスチャンになる者もあるが，ど
ちらかといえばキリスト教の教義を自らの人生観や日常の態度を築くよりどころとしている者が多い。
２－１４．徳育（Moraleducation）
日本ではどの段階の学校にも「道徳［修身]」の授業が教育課程の中に含まれている。ただし宗教系の学校で
行われる道徳教育を除き，道徳が宗教教義の形で教えられることはない。しかしながら，徳育問題は新聞，書物
のいずれを問わず盛んに議論されており，実にさまざまな見解が発表されている。［中略］
上記の見解や新聞紙面等をにぎわせている議論の推移から明らかなように，学校から宗教教授を排除しても，
到底問題の解決には至っていない。徳育問題の今後の成り行きは，世界各国の多くの教育専門家から注目される
ことになろう。東西両洋の宗教観は，どれほどまで共通の理念に歩み寄ることができるのであろうか。これは今
後最も興味深く重要な問題の一つである。
２－１５．教育の成果
これまで日本の教育体制を概観して明らかなように，近年における日本の発展の基礎には確固たる国民教育が
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築かれていたことが分かる。政府が率先してあらゆる教育機関の奨励や援助に当たり，国民は与えられた機会や
整備された施設を積極的に活用した。人々はいずれの階層にかかわらず，個人としても国民としても自らに課せ
られた課題があることを素早く見て取った。それは，然るべき能力を身に付け，新たな情勢への対応に必要な務
めを十分に果たせるようになることである。さらに日本ではドイツの場合と同様，学歴が高ければ有利な扱いを
受けられる。例えば，尋常中学校の卒業証書をもっていれば一般的資格としてかなり重要である上に，１年現役
の兵役に志願する資格が得られ、したがって通常の兵役期間とされる３年のうち２年を免除される。
日本が教育条件の整備を進めた成果については，次章以降を精読していただければ明らかであろう。そこでは，
国の発展過程のうち最も重要な部分を取り上げる予定だからである。日本人は，西洋学問の摂取だけに甘んじる
ことなく，独自に研究を重ねてさらに幅広い知見を獲得し，自然科学，歴史，哲学の各分野についてきわめて興
味深く価値の高い研究を進めてきた。
しかし，これほど急速な移行期においては，日本の例のように無理からぬ対応がみられることもあった。当初，
日本が新たな知識を求めたのは，国益のために応用することをねらいとしたのであって，特に天然資源の開発に
実用化することばかりに目を向けていたのである。
イギリス学術協会が昨年［1903年］サウスポートで開催した会合において，同協会会長サー･ロッキヤー（Sir
JosephNormanLockyer，1836-1920）は「知識人の歴史に及ぼす影響」と題して講演を行った。この講演は説得
力に富む明瞭な内容であって，国が国民のために高等教育体制を整備した実績と，競争を続けている世界の大国
群の中でその国が占める位置との間に密接な相関性があることを検証していた。ロッキヤーはイギリスの大学教
育施設を合衆国やドイツの場合と厳密に比較した後，次のように述べている。
しかし，以上の国よりもさらに驚くべき例は，日本が「知力向上に努め」（intellectualeffOrt）たことであり
ます。しかもこの取り組みは，戦後にではなく来たるべき戦争に備えて行われたものなのです。問題はわが
国イギリスの採るべき道であります。大難の予兆を手をこまねいて見ているだけで，いずれはプロシアやフ
ランスの二の舞となるべきでしょうか。それとも日本を模範に「知的向上に努め｣，迫りくる産業競争への
準備を徹底すべきでありましょうか。
以上をもって筆者は，日本が真筆に，かつ徹底して教育制度の整備確立に取り組んできた過程を概観した。次
章以下では，教育制度面に配慮を徹底すれば，国の将来像に即効的に大きな影響を及ぼし得ることを明らかにし
たい。
法律学，経済学及び政治学の研究に強い関心を寄せる日本人は少なくない。いうまでもなく，その目的は国政
に自らかかわる資質を身に付けることにある。［中略］
日本人が今直面している問題の多くは，どの工業諸国にも共通する課題である。教育全般の整備を進め，いく
つかの点で西洋諸国の模範となるまでに至った日本に今後望まれるのは，さらに今一歩前進し，産業の発展と国
民全体の幸福とを両立することが決して不可能ではないことを身をもって示すことである。
２－１６．参考文献
日本の教育については，最近の日本関係書の中でほぼ例外なく触れられている。しかし大概のものはまったく
不完全で，しかも表面的な記述にとどまっている。日本の教育事情を網羅した公式報告書となれば，日本の文部
省がセントルイス万国博覧会用に最近作成したものがある。年度ごとの推移を把握するのであれば，『文部省年
報』を参照されたい。種々の教育機関の詳細を求めるには，各学校等の発行する学校要覧や学校案内等が参考と
なろう。
国が教育にどうかかわるべきかについての日本人の見解を知るには，福沢諭吉の自伝［『福翁自伝』］や著作，
大隈重信伯爵その他教育に特に強い関心をもつ人々の講演集や著作，さらには新聞雑誌に掲載された議論を参照
されたい。
３．註及び訳注
１．三好信浩『日本工業教育成立史の研究一近代日本の工業化と教育』風間書房，1979年，同『日本教育の開国一外国教師と
近代日本』福村出版，1986年，同『ダイアーの日本』福村出版，1989年など。近年では『ILLUME』第12巻第１号，通巻第
２３号（東京電力，2000年６月）などにも関連記事が掲載されている。
２．前掲，三好信浩『ダイアーの日本』200ページ。
３．平野勇夫訳『大日本一技術立国日本の恩人が描いた明治日本の実像』実業之日本社，1999年。
3８ Ⅲ田琢司
４．当時，高等学校入学志願者の増加等を背景とした新設校誘致運動等から校数の増加がみられる。例えば，１８９４（明治27）
年９月に山口高等中学校の高等学校への改称が，1900年６月に第七高等学校造士館の増設（再興）がそれぞれ決定されてい
る。高橋左門『旧制高等学校全史』時潮社，1986年，289-377ページなど参照。
５．「大学院」は，原文では“、z妙ｈ"，,と表記されている。
６．ほぼ原文どおりの図表記とした。１９００（明治33）年当時の学校系統図については文部省『学制百年史資料編』帝国地方行
政学会，1972年，340ページなどを参照されたい。なお，小学校尋常科及び高等科の名称については，改正前の資料を典拠
とした可能性がある。
７．ここでは，小学校尋常科及び高等科の課程をすべて修了した後に上級学校へ進学する場合を仮定したと推察される。当時，
中学校または高等女学校に進学する要件は小学校高等科２年課程を終えていることとされた。中学校令改正（1899（明治３
２）年勅令第28号）及び高等女学校令（同年勅令第31号）のいずれも第10条を参照。
８．小学校令（1900（明治33）年勅令第344号）第１条。
９．１９００（明治33）年文部省令第14号。
10．文部省編『文部省第三十年報』1904年，20-21丁及び37丁の数値に一致することが確認された。調査対象は1902（明治３
５）年度。なお，本文の高等小学校数8,238校は，『文部省年報』中の尋常高等小学校6,644校と高等小学校1,639校の和であ
る。補習科については前掲「小学校令施行規則」第42条に規定がある。
11．中学校令改正（1899（明治32）年勅令第28号）第２条。
12．前掲『文部省第三十年報』172-173丁の数値におおむね一致していることが確認された。調査対象は1902（明治35）年度。
13．中学校令施行規則（1901（明治34）年文部省令第３号）第１条。なお，同条には「法制及経済，唱歌ハ当分之ヲ欠クコト
ヲ得」と付記されている。
14．前掲，中学校令改正第７条。
15．高等女学校令（1899（明治32）年勅令第31号）第１条。
16．医科大学薬学科志願者は，実際には第３部に属していた。
17．帝国大学令（1986（明治19）年勅令第３号）第１条。
18．同上，第２条。
19．『東京帝国大学一覧自明治三十四年至三十五年』３－５丁。
20．勅令第92号「東京農林学校ヲ帝国大学/分科大学トナシ明治十九年七月勅令第五十六号東京農林学校官制ヲ廃ス｣。第９３
号「明治十九年三月勅令第三号帝国大学令中左ノ通改正ス／第十条中「及理科大学」トアルヲ「理科大学及農科大学」卜改
ム」（教育史編纂会編『明治以降教育制度発達史』第３巻，龍吟社，1938年，392-393ページ)。
21．文部省編『文部省第二十九年報』1903年，84-85丁及び150-151丁の数値と一致することが確認された。調査は1901（明治
３４）年度を対象としたもの。なお，欄外には「在学満期/者ニシテ東京帝国大学各分科大学二於ケル選科及同医科大学二於
ケル国家医学講習科修了者ハ之ヲ卒業者ノ欄二掲載ス」と付記されている。
２２前掲『文部省第二十九年報』９７丁の数値と一致することが確認された。1901（明治34）年度を対象としたものである。
23．上から順に文部省編『文部省第二十年報』45-47丁，『文部省第二十八年報』114-115丁，『文部省第二十九年報』128-129
丁及び『文部省第三十年報』136-137丁の数値とおおむね一致することが確認された。表中の年号は調査年度を示す。なお，
明治25年度は実業学校令施行前であって，「技芸学校」の一部が表中に扱われている。
24．当時の実業系各学校の修業年限については，実業補習学校規程（1893（明治26）年文部省令第16号)，徒弟学校規程（189
４（明治27）年文部省令第20号)，工業学校規程（1899（明治32）年文部省令第８号)，農業学校規程（同年同省令第９号)，
商業学校規程（同年同省令第10号)，商船学校規程（同年同省令第11号）及び水産学校規程（1901（明治34）年文部省令第１
６号）等に定められているが，規定上は５年程度までの伸縮が可能である。
2５１８７９（明治12）年に日本最初の国立音楽研究機関として音楽取調掛が設置され，８５年２月に音楽取調所と改称，同年１０月
には音楽取調掛と再改称された。1887年10月に東京音楽学校（東京芸術大学音楽学部の前身）として再編･拡充された。山
住正己「音楽取調掛」（細谷俊夫ほか編『新教育学大辞典』第１巻，第一法規出版，1990年）289ページなどを参照。
26.1875（明治８）年に楽善会が設けられ，８０年に楽善会訓盲院が開設された。訓盲唖院となった後，８５年には文部省に移管
され，８７年には東京盲唖学校と改称された。現在は筑波大学附属学校。
27．文部省編『文部省第二十八年報』1902年の数値とおおむね一致することが確認された。調査対象は1900（明治33）年度。
28．前掲『文部省第二十八年報』24-25丁の数値と一致することが確認された。調査は1900（明治33）年度を対象としたもの
である。
29．前掲『文部省第二十八年報』26-30丁の数値と一致することが確認された。調査は1900（明治33）年度を対象としたもの
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である。
30．前掲『文部省第二十八年報』144-145丁の数値と一致することが確甸認された。
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HenryDyer(1848-1918)hasbeengraduallybecommgkllownfbrhavmgplayedanimportantrole，
ｎｏｔｏｎｌｙａｓｔｈｅＰｎｎｃｉｐｌｅｏｆｔｌｌｅｌｍｐｅrialCoUegeofEngmeering，oneoftheworld1soldest
engineemgcolleges，butalsoastheintensiveresearcheXsonJapan1smdustIializationand
educationWhUehisworksonJapanhavewongreatadmiration,thesourcesofhisinfbrmation
hasnotnecessarilybeenknown、ThepurposeofthisstudyistoexplorepossibiUtythatmanyof
tllesourcesofDyerisworksatleastoneducationwerethereportsorregulationsthathehad
obtainedhmtheJapaneseGovemment．
